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さらに、2018 年 11 月の財政制度等審議会『平成 31 年度予算の編成等に関する建議』に
おいて、「評価に基づいて配分する額を運営費交付金のまずは 10%程度、1,000 億円程度に
まで拡大する」とし、2019 年度予算からは 5 つの共通指標が導入され、それまでの KPI に
基づく配分とあわせて 1,000 億円（交付金全体の 10%）が競争的に再配分されることとな





























































交付金の「法人運営活性化支援分」年間 30 億円が評価結果の優れていた 30 大学に対して





















































され、共通指標に基づいて 10％程度（1000 億円程度）を配分することが提言された。 
その後の文科省等の検討により、2019 年度の運営費交付金は、上記の「3 つの重点支援
の枠組み」による 300 億円の配分に加えて、700 億円が客観的な共通指標に基づいて配分さ
れることとなった（「成果を中心とした実績状況に基づく配分の仕組み」）。共通指標の構成











3 一般社団法人国立大学協会会長山極壽一「国立大学法人制度の本旨に則った運営費交付金の措置を！ （声明） －国立大学が将来を
見通した経営戦略の下に改革を実行していくために－」平成 3 0 年 1 1 月 2 日 



























































































































国立大学の運営費交付金は第一期および第二期中期目標期間の 12 年の間に、12,415 億円














図 2 国立大学法人運営費交付金等予算額の推移 
12,415億円 12,317億円 12,214億円 12,043億円 11,813億円 11,695億円 11,585億円 11,528億円 11,366億円
10,792億円











2019 年度の運営費交付金の内訳は図 3 のようになっている。2019 年度には運営費交付














































































欧州では、欧州大学協会(European University Association: EUA)の調査によれば、2008
年から数年経過した 2011-12 年度の時点が最も財政的に厳しく、調査対象 34 カ国のうち 24
カ国が前年度よりも基盤経費を減額させた。しかし現在、少しずつ増加に転じる国を増やし
ている状況にある 5。このような傾向の中で欧州各国は基盤経費の効率的配分に強い関心を
有し、2012 年以降だけみても、欧州大学協会 6、EU の研究イノベーション総局 7や Joint 













5 Estermann, T. (2018). Funding trends in Europe. 4th EUA Funding Forum, October 2018. 
6 Pruvot, E. B., Claeys-Kulik, A.-L., & Estermann, T. (2015). Designing Strategies for Efficient Funding of 
Universities in Europe. 
7 Koenraad Debackere, Arnold, E., Sivertsen, G., Spaapen, J., & Sturn, D. (2018). Mutual Learning 
Exercise Performance-Based Funding of University Research.  
8 Jonkers, K., & Zacharewicz, T. (2015). Performance based funding : a comparative assessment of their 
use and nature in EU Member States.、および Zacharewicz, T., Lepori, B., Reale, E., & Jonkers, K. (2019). 
Performance-based research funding in EU Member States—a comparative assessment. Science and Public 
Policy, 46(1), 105–115. 
9 De Boer, H., Jongbloed, B., Benneworth, P., Cremonini, L., Kolster, R., Kottmann, A., Lemmens-Krug, 
K., & Vossensteyn, H. (2015). Performance-based funding and performance agreements in fourteen higher 
education systems: Report for the Ministry of Education, Culture and Science. 
10 Sveriges universitets- och högskoleförbund (SUHF). (2016). Research-Funding and Quality Systems: An 



















図 5 には英国の大学への経常的補助金の 2017-18 年の予算総額 35 億ポンドの内訳を示
している 11。研究向けが 15 億 95 百万ポンド、教育向けが 13 億 20 百万ポンドであり、そ
れに加えて施設費 3 億 53 百万ポンド、知識移転活動への資金 1 億 60 百万ポンド、国立施
設への資金 1 億 7 百万ポンドがある。 
 
 
11 HEFCE(2017), Guide to funding 2017-18: How HEFCE allocates its funds. 




図 5 英国の大学への公的資金の配分メカニズムの概念図 
 
4.1.1 研究評価と研究活動への経常的補助金 
 研究活動については、経常的補助金の 68%は Research Excellence Framework と呼ばれる
大学に対する研究評価事業の結果に基づいた傾斜配分をしていることが特徴である 12。こ
のような大学評価は 1986 年の試行的実施から、名称を変えながらも既に 6 回行われてい
る。 
 この評価では、大学が分野ごと(UoA)に提出する資料（教員 1 人あたり 4 編の研究業績リ
ストや、教員 10 人に 1 件程度あたりの研究による社会・経済・文化・環境面へのインパク
トの事例）に基づいて、分野別の評価委員会が、研究成果（学術的な質）、（社会・経済・文









化、環境面のインパクトを評価者が評価するものである。大学は、およそ教員 10 人に 1 件
 












3 つの評価項目の 4 段階判定結果は集計され、総合的な段階判定結果が 4 段階判定の割合
（プロファイル）という形で示される（図 6）。 
 




























高コスト分野への配分額 = 分野別単価（Sector-wide funding rates）×学生数（フルタ
イム換算）×総額調整係数（予算総額を超えないための調整） 
 
分野別単価は表 1 のようになっている。 
 
表 1 英国の教育費配分における分野別単価 
単価グループ 説明 単価 
単価グループ A 医学・歯学・獣医学分野の臨床実習の年。 ￡10,000 






















英国では、現在、2 種類の教育評価が行われている（それらに加えて、Professional, statutory 
and regulatory bodies と称される専門職団体による分野別教育評価は別に存在している）。 
一つは教育の質保証（日本の認証評価に相当）であり、2018 年よりリスクベースアプロ
ーチがとられ、大幅に簡素化されたことが特徴である 13。英国（連合王国）では、構成する
4 カ国ごとに質保証の仕組みは若干異なるが、これまでは Quality Assurance Agency for 
Higher Education (QAA) が外部質保証の実務を行ってきた。しかし、イングランドでは、




デンスを提出して、登録要件を満たしているかを審査される。その過程で、OfS は QAA に











Students は 5%程度の高等教育機関をランダムに選んで詳細な分析を行う。 
このような大学として登録されるための質保証に加えて、もう一つの評価として、研究評
価 REF と同様に、教育が卓越した機関に報奨するための Teaching Excellence and Student 




TEF における評価は①教育の質、②学習環境、③学生のアウトカムや学習の効果の 3 つ
 
13 Office for Students (2018), Securing student success: Regulatory framework for higher education in 
England. 























の公的資金は 305 億ユーロであり、そのうちの 81%が州から、19%が連邦政府から配分さ
れている 16。州から高等教育機関への配分の方法は州ごとに異なる。 




















20.00% Incentive budget: 無 
Volume budget: 有 
2007-9 
バイエルン州 BY Uni 1.45% 
FH 0.57% 
有 2010 




（PEAKS） 評価 WG 第二回会合（2019 年 10 月 28 日）、Ziegele F. “Financing of HE in Germany and 
Europe: Funding for the University and Intra-University Resource Allocation” 独立行政法人大学改革支
援・学位授与機構講演会（2020 年 1 月 24 日）による情報を中心にしている。 
16 https://eacea.ec.europa.eu/national-policies/eurydice/content/higher-education-funding-31_en 
17 Dieter Dohmen (2014) Performance-based funding in Germany’s Higher Education Systems, EUA 
Funding Forum 2014, 2014 年 10 月 8 日. 
18 De Boer, H., Jongbloed, B., Benneworth, P., Cremonini, L., Kolster, R., Kottmann, A., Lemmens-Krug, 
K., & Vossensteyn, H. (2015). 前掲書、pp.82. 
22 
 
ブランデンブルク州 BB 20.40% 有 2007 
ブレーメン州 HB 10.00%   無 2006 
ハンブルク州 HH 12.00% 有 2007 




8.00% 有 2009 
ニーダーザクセン州 NI 9.71% 有 2008 
ノルトライン＝ヴェストファーレ
ン州 NW 
19.42% 有 2007 
ラインラント＝プファルツ州 RP 17.4% (T&R) 有 2005 
シュレースヴィヒ＝ホルシュタイ
ン州 SH 
5.00% 有 2009 
ザールラント州 SL Uni 11.75% 
FH 11.00% 
  無 2010 
ザクセン州 SN 1.40% 有 2006 
ザクセン＝アンハルト州 ST 5.00% 有 2011 (up to 15% in 2013) 
テューリンゲン州 TH 19% (T&R 12%, 
Personell 7%) 
有 2009 (up to 40% in 2011) 
出典：Dohmen (2014) に基づき、筆者和訳 
 
(1)ニーダーザクセン州の例 




表 3 ドイツニーダーザクセン州における実績配分 
要素 指標 割合 
教育 
48% 




















を行っている。その単価は表 4 のようになっている。 
 
表 4 ドイツベルリン州における実績配分 








研 究 へ の 報 奨 の 例
（31%） 













 テューリンゲン州では、2012-15 年に“cost and performance-based overall funding” 
(KLUG)モデルにより配分している（表 5）。ただし、予算額の増加・減少ともに、激変緩




























































フランス政府の高等教育機関への財政支出は 318 億ユーロ（2018 年）と GDP の約 1.45%
であり、OECD 平均(1.47%)とほぼ同程度となっている 19。しかし、近年の学生増加と高等
教育改革を背景に高等教育支出額は拡大傾向にあり、2010－2018 年の 8 年間で約 26 億ユ
ーロ増加している。また、フランスの高等教育機関の収入に占める公的補助金の割合は全体
の約 8 割を占めており、公的資金への依存度は日本の国立大学と比較してかなり高い（表 
6）。 
 
表 6 フランスの高等教育機関の収入内訳（2019） 
項目 金額 割合 
➀政府補助金(SCSP) €10,937,681,471 74.15％ 
②州、EU,その他からの運営補助金、資産融資 €1,370,932,016 9.29% 
補助金計 €12,308,613,487 83.44% 
③登録料 €302,016,005 2.05% 
④ANR 以外の契約・受託研究 €88,179,747 0.6% 
⑤生涯学習、VAE €403,798,366 2.74% 
⑥実習プログラム €108,496,670 0.74% 
⑦その他（ANR,財団） €1,539,937,889 10.44% 
自己収入計 €2,442,428,677 16.56% 
合計 €14,751,042,164 100％ 
出典：Direction générale de l’enseignement supérieur et de l’insertion professionnelle20に基づき、筆者和訳 
 
公的補助金の大部分を占める政府補助金(Subvention pour charges de service public: 
SPSC)は、毎年特定の手続きと調整を経て各機関に配分されている 21。SPSC はその約 7 割
が高等教機関で働く教職員の給与に充てられる。フランスの大学の大部分は国立大学であ
り、その正規職員は国家公務員であるため、給与は基本的に公務員給与について定めたソー
ヴァデ法（Sauvadet）に従って職種や職位毎に決められている。SPSC の残りの 2 割弱は運
営費、1 割は不動産や投資等の資金となっている（図 7）。 
 
 
19 OECD(2019) Education at a Glance Indicator C3 Distribution of transfers and public and private 
expenditure on educational institutions 
20 Adnot. P. (2019) Rapport d’information N゜130 Senate Session Ordinaire de 2019-2020 




出典：MENJ-MESRI-DEPP Compte de l'éducation et OCDE, Regards sur l'Éducation,2019 に基づき、筆者和訳 
 
現在フランスの高等教育機関への財政配分は、2019 年から新たに開始された戦略的経営
対話（Le Dialogue stratégique et de gestion: DSG）という予算配分方式に基づいて行われ
ている 22。戦略的経営対話以前は、SYMPA（système de répartition des moyens à la 
performance et à l’activité）という名称の配分が行われていた。SYMPA では運営費と教職
員給与の一部にあたる 20 億ユーロを以下の表 7 の指標に基づいて配分していた。 
 
表 7 2017 年までの SYPMA モデルによる配分 

















 65％ 35％ 100％ 




映される割合が小さいといった問題もあり、2017 年までに SYMPA モデルは廃止されてい











図 7 高等教育機関における公的補助金の支出内訳（2018） 
27 
 





















するブロックグラントに加え、機関に割り当てられる予算総額の 5％程度について以下 4 つ
のパフォーマンス指標を使用して配分している。 
a) 政策：政府の設定する優先課題のうち各機関の戦略に基づいて選択したプログラム 
b) 卒業率：標準修了年限（3 年/4 年）卒業率 























いた研究・高等教育評価庁（Evaluation Agency for Research and Higher Education, AERES）
に代わり、2014 年 11 月には研究・高等教育評価審議会（High Council for the Evaluation of 
Research and Higher Education, HCERES）が設置された 24。各高等教育・研究機関と国と


































の指標が設定されている。指標の測定は過去 3 年間の平均値を用い、2020 年の配分は 2016-
18 年のデータを基に 2019 年に算定される。 
図 8 フィンランドにおけるコアファンディング 









質の評価のあり方を検討した結果、2010 年よりフィンランド学会連合(Federation of 
Finnish Learned Societies: TSV)が 23 の専門家パネルを設置して、ピアレビューを伴う出版
チャネルを識別し、その質のレベルを分類する作業を開始した。最初のリストは 2012 年に
公表され、TSV の中の Publication Forum26がリストを継続的に更新している。2016 年から
は教育文化省が財務省に提出する予算要求資料にも、大学セクター全体で研究の量的目標






 なお、大学評価は運営費交付金配分とは関係なく行われている。Finnish Education 
Evaluation Centre (FINEEC)が、高等教育機関の外部質保証の機能を担っており、①高等教
育機関の質保証システムのオーディット、②テーマ別システム評価、③工学プログラムのア























Grant Scheme（2019 年には 71 億豪州ドル）と、研究向けのブロックグラント(2020 年に
は 19.2 億豪州ドル）がそれぞれ分けて配分されている。 
 
4.5.1 教育向けの Commonwealth Grant Scheme 
豪州では教育向けの補助金は Commonwealth Grant Scheme(CGS)27によって配分される。
連邦政府は、Higher Education Support Act 2003(HESA)に基づき、HESA に記載された大
学（Table A providers と呼ばれる大学と、それに入らないが Commonwealth Grant Scheme 
Guidelines 2012 に記載された大学）に、Commonwealth supported places（CSPs：連邦政
府支援枠。学生の授業料負担補助を行う対象であり、フルタイム換算学生数(full-time 
student load: EFTSL)で計測）への補助金を、CGS を通じて提供する。配分される単価は 8
つの分野別のファンディングクラスターにより異なる。2019 年の CGS の総額は 71 億豪州
ドルであり、それに対して学生納付金は 53 億豪州ドルであった。 




しかし 2017 年に新たな仕組み（MYEFO 2017-18)が導入され、連邦政府の補助を受けら
れる学生数に上限が設定された。すなわち、CGS の non-designated CSPs の補助金総額は、
分野別のクラスター単価×CSPs の合計か、各大学の non-designated maximum basic grant 




さらに、2020 年より新たに実績に基づく配分（performance based funding)を導入するこ
とが 2019 年 10 月に発表された 28。この方針では、設定された 4 つの指標（就職率、学生
経験（教育の質についての満足度調査）、学生卒業率、多様な学生の入学）について閾値を
超えれば、学生数上限を超えて 18-64 歳人口の増加率（2020 年では 1.36%）に応じた補助
金増額を受けることができるように定めた（2020 年の総額 8,000 万豪州ドル)。ただし、指











されていたが、2017 年より以下の 2 つの部分による算定というシンプルな方法が採用され
た 29。 
① Research Support Program (RSP)：獲得研究費で比例配分（間接経費に相当する） 
② Research Training Program (RTP)：博士・修士学生の訓練のための資金。修了率や獲
得研究費で配分。 
オーストラリアでは大学の研究評価である Excellence Research for Australia（ERA）を
2010 年（労働党政権下）より定期的に実施しており、2017 年の配分まではその評価結果を
一指標として活用していた。しかし、評価結果による影響額が小さかったこともあり、2017
年の新たなシンプルな配分方式においては ERA の結果は活用されていない。 
また、現在のモリソン政権（自由党）では ERA による学術的な質の評価よりも、新たに




















30 オーストラリア教育・スキル・雇用省へのヒアリングによる(2020 年 3 月 5 日) 






















大学の研究評価については、現在は①学術面の評価である Excellence Research for 
Australia(ERA)と、②研究の社会的インパクト面の評価である Engagement and Impact 
Assessment(EI)の 2 種類が行われている。 
ERA はオーストラリアの高等教育機関で行われる研究の卓越性を保証し、卓越した研究
を識別し、全ての研究分野において国内・国際的なレベルでの比較を可能とすることを目的




 評価においては、大学はオーストラリアの分野分類である Australia and New Zealand 
Standard Research Classification (ANZSRC)の 4 桁コードごとにデータの提出を行い、それ
をもとに、4 桁コード（157 分野）および、それを統合した大分野である 2 桁コード（22 分
野）の両方を評価単位(UoE)として、8 つの評価委員会にて評価を行う。 
ERA は、指標や説明文書に重きをおきながらも、そのデータを評価委員会がみて評価を




















 Engagement and Impact Assessment（EI）は 2018 年より開始された評価であり、研究者
が研究のエンドユーザーといかに連携し(engage)、研究を経済、社会、環境、文化、その他
のインパクトへと変換しているかを評価する。EI は、2015 年に連邦政府が発表した National 
Innovation and Science Agenda (NISA)における政策手段の一つとして「大学の研究実績を
評価する際に、非学術的なインパクトや産業との連携を明確で透明な形で測定する方法を




EI では、各大学が 22 の分野の評価単位(UoA)ごとに、書類を提出してパネル（評価委員
会）により評価が行われる。各 UoA は、①engagement、②impact、③impact へのアプロー














評価結果については、国全体のレポートが形成されて 35、engagement や impact の類型
や評価の高かった内容がまとめられており、評価が高かった(high)事例はデータベースとし
て公表されている 36。次回は 2024 年に行われる。 
 
4.5.3 連邦政府と大学の契約（Mission based compact) 
オーストラリアでは Mission based compact と呼ばれる大学と連邦政府との間の一種の契
約の締結が、2006 年に構想され、2009 年からの中間的契約を経て、2012 年から本格実施
されている。 
各大学は独自に戦略文書を有しているが、その内容を踏まえて国と大学が Mission based 
compact を結ぶ。2003 年高等教育支援法（Higher Education Support Act 2003）の 19-110





   (i) 研究実施 
   (ii) 研究訓練（博士課程学生など） 
   (iii) イノベーション 













































約・公開されるようになった。高等教育機関から College Scorecard への情報提供は、連邦












（出典：The Politics of Performance Funding for Higher Education を元に作成） 
 








































































図 9 資源配分にパフォーマンス指標を取り入れている州の推移（1990-2013） 
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(Outcome Based Funding: OBF)」という呼称も使用されるようになってきている。コンサ
ルティングファームの HCM Strategists では、アウトカムベースファンディングの一般的な
指標について以下の表 8 のようにまとめている。










優先分野 学位数における STEM 分野比率、高需要分野 
優先学生 マイノリティー、低所得、第 1 世代学生、退役軍人、成人学生
その他 教員多様性、満足度調査、プログラム評価、オンライン教育 






年制大学では学生の留年、卒業率や転入・転出率、機関目標等が異なるため、2 年制と 4 年
制で異なる指標を設定している州もある。4 年制の州立大学でアウトカムベースファンディ





表 9 4 年制州立大学で OBF を導入している州の指標内訳および導入率（2019） 
州 コース 
修了 









学生 その他 導入率 
アーカンソー   ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○   低 
コロラド ○ ○ ○   ○       ○ ○   高 
フロリダ     △   ○   ○ ○ ○ △ ○ 中 
ハワイ     ○ ○ ○       △ ○   低 
インディアナ   ○ ○   ○       ○ ○   中 
カンザス △   △   ○ △     △ △ ○ 低 
ケンタッキー ○ ○ ○   ○       ○ ○   高 
ルイジアナ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○   高 
メーン   ○ ○ ○   △   ○ ○ ○   高 
ミシガン     ○   ○ ○   ○ ○     低 
モンタナ △   ○   ○         ○   中 
ノースダコタ ○                     高 
ニューメキシコ ○ △ ○     △     ○ ○   低 
ネバダ ○ △ ○ ○ ○ △     ○ ○   中 
オハイオ ○   ○     ○     ○ ○   高 
オレゴン ○   ○           ○ ○   高 
ペンシルバニア         ○       △ ○ ○ 中 
ロードアイランド     △   ○ △     ○ ○ ○ 中 
テネシー   ○ ○   ○ ○       ○ ○ 高 
ユタ     ○   ○ △     ○ ○   低 
バージニア                 ○     低 
ウィスコンシン   ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ 低 
（出典：Driving Better Outcomes 2019 Table4 を元に作成。導入率は低=5%未満、中=５～25%、高=25～100%） 
 
OBF による資金配分割合は、2020 年予算ではアーカンソー州で 3％、ネバダ州では 20％、
ケンタッキー州で 70％と州によって異なるが、これは導入時期と関係している場合もある。
例えばネバダ州では、実施初年度（2015 年）には 5％、翌年には 10％を連動させ、3 年目













  テネシー州は 1979 年から実績に基づく予算配分を実施している。しかし、2010 年まで
は全予算の 85％が各機関の学生数に基づく配分であり、残りの 15％のみが卒業率や就職率
等州の目標とリンクした指標であった。2010 年にテネシーカレッジ包括法(Complete 
College Tennessee Act: CCTA)が策定され、州の資金配分方法は大きく変化した。 




付金であるペルグラントを受給している学生(at risk student)の学位取得等は 40％のプレミ
アムが付加される。 
 
表 10 テネシー州の州立大学アウトカムベース資金配分指標（2015－2020） 
 4 年制大学 コミュニティカレッジ 








生産性 研究、サービス、委託業務獲得額  
特定分野 成人学生、低所得学生 成人学生、低所得学生、低学力学生 





ている。実績指標は 10 の指標各 10 点、100 点満点で評価して配分額を決定している。10
の指標のうち全大学共通のものは 7 項目で、残り 3 つは各機関の理事会による選択項目、
評議会による選択項目、新設大学/既設大学で異なる項目となっている 38。 
指標は 2 つの方法で使われている。一つは Institutional Base Funding Allocation であり、
経常的な予算から一部を削減し、指標 100 点満点のうち 51 点以上(2019 年の場合)であれ
ばそれが全額戻される。50 点以下の場合には改善計画の提出が求められる。もう一つは
State Investment Funding Allocation であり、スコアに応じた追加配分が行われる。ただし、
配分のためには、合計点が前年あるいは前々年を下回った場合には、student success plan を







表 11 フロリダ州の実績指標 
 項目 
1 学部卒業生の就職率（$25,000 以上の職）/進学 
2 フルタイム雇用の学部卒業生の平均給与 
3 学生一人あたりの平均コスト（120 単位時間あたり実質授業料） 
4 4 年卒業率（フルタイム換算数） 




新設：新入生に占める高校の成績トップ 10％学生の割合（NCF のみ） 
9 理事会による選択指標 
10 評議会による選択指標 

































































表 12 各国の資金配分方法（Pruvot et al. 2015 を和訳し追記修正) 


























































また、前節までに紹介した各国の事例をまとめると以下の表 13 ようになる。 
 

















る 前 提 条 件 だ
が、配分額には
影響せず） 










フランス • 学生数をベースとする配分が中心。15-20%が実績配分。 有り 
（資金配分には























































表 14 算定式における典型的な指標 



























































39 Zacharewicz, T., Lepori, B., Reale, E., Jonkers, K., 2019. Performance-based research funding in EU 

























成度評価の対象としている例としては、豪州では大学と国とが契約を結ぶ mission based 




40 Zacharewicz, T., Lepori, B., Reale, E., & Jonkers, K. (2018). Performance-based research funding in EU 














































































































































































































































（Higher Education and Research Act）により、2018 年からは研究活動への配分機能は新
設の UK Research and Innovation (UKRI)の中の Research England に、教育活動への配分
機能は新設の Office for Students に分割された。そのため、現在は研究と教育は別組織によ
り配分される形になっている。 
表 1 には HEFCE が存続した最後の配分年に相当する、2017-18 年の経常的補助金の予算
総額 35 億ポンドの内訳を示している。研究向けが 15 億 95 百万ポンド、教育向けが 13 億
20 百万ポンドであり、それに加えて産学官連携などの知識交換(knowledge exchange)活動
への資金 1 億 60 百万ポンド、施設費 3 億 53 百万ポンド、国立施設への資金 1 億 7 百万ポ
ンドがある。Research England と Office for Students に分かれた後の、資金配分の詳細を
以下の節で分けて説明する。 
 
表 1 イングランドにおける経常的補助金の内訳（2017-18 年） 
要素 予算額（2017-18 年） 割合 
研究 15 億 95 百万ポンド 45% 
教育 13 億 20 百万ポンド 37% 
知識交換(knowledge exchange) 1 億 60 百万ポンド 5% 
小計 30 億 76 百万ポンド 87% 
国立施設への資金 1 億 7 百万ポンド 3% 
施設費 3 億 53 百万ポンド 10% 












で行われる研究に必要な施設設備の経費は別途 National Health Service により配分されて
いる。 
イングランドでは、現在は Research England が研究ならびに知識交換活動に対するコア
ファンディングを配分している。2020-21 年の配分総額は以下の表 2 のようになっており、
22 億 39 百万ポンドである。配分は、表の上部に示されている、算定式によって毎年安定的
に配分される経常的資金 (recurrent funding)18 億 59 百万ポンドと、特定目的のために都
度配分される非経常的資金(non-recurrent funding)に区分される。これらが配分される要件
として、Office for Students (OfS) により資格ある高等教育機関として認められている必要
がある。 
 




質を考慮した研究資金（Quality-related research (QR) funding。Global Challenge Research Fund 
90 百万ポンドは除く） 
1,629 
 質を考慮した主たる研究資金（Mainstream quality-related research (QR) funds。ロンドン増加分含
む） 
1,095 
研究学位プログラム指導資金（QR research degree programme (RDP) supervision funds） 260 
慈善団体からの研究支援に伴う資金（QR charity support fund） 204 
企業の研究に関する要素（QR business research element） 64 
国立研究図書館資金（QR funding for National Research Libraries） 7 
高等教育イノベーション資金（Higher Education Innovation Funding: HEIF) 230 
経常的資金 小計 1,859 
国立研究施設・イニシアティブ（National facilities and initiatives） 40 
戦略優先事項資金（Strategic Priorities Fund：政策研究のための資金） 29 
QR 追加配分（英国生産性投資ファンド National Productivity Investment Fund: NRIF による） 107 
学事暦(academic year)に基づく配分の合計 2,035 
算定式による研究資本配分(Formula-based research capital) 188 
国立研究施設・イニシアティブ（National facilities and initiatives） 16 
会計年度(funding year)に基づく配分の合計 204 
Research England からの補助金 総計 2,239 
出典：Research England (2020a)により作成 
 
研究活動向けの経常資金は、質を考慮した研究資金配分（Quality-related research (QR) 
funding）として配分され、産学官連携などの知識交換活動向けの経常資金は高等教育イノ
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ている資金がある。たとえば、Global Challenge Research Fund (GCRF)、Connecting 
Capability Fund、Research England Development Fund、UK Research Partnership and 














b)研究学位プログラム指導資金（QR research degree programme (RDP) supervision funds） 
c)慈善団体からの研究支援に伴う資金（QR charity support fund） 
d)企業の研究に関する要素（QR business research element） 
e)国立研究図書館資金（QR funding for National Research Libraries） 
f) Global Challenge Research Fund 
 
各要素の具体的な配分方法は以下の通りである。 
a)質を考慮した主たる研究資金(Mainstream QR)は、QR の 2/3 を占める主要な部分であ
る。Mainstream QR の配分は、次節で示す大学評価 REF の 4 段階判定の結果、評価に研究
業績を提出した教員数(Research Active Staff の FTE)、分野別コスト係数の 3 つのかけ算に
より行われる。具体的な算定の手順は以下である。 








そこでは、REF の該当評価項目の評価結果が 4 段階
で 3*以上の Research active staff の FTE 合計値×分
野別コスト係数、というかけ算に基づいて、配分の割
合を決定する。 
第 3 のステップで、4 つのメインパネルそれぞれの
配分額を、詳細分野である 36 の UoA に分割する。第
4 のステップで各 UoA の総額を個々の高等教育機関
に分割する。UoA 内の各高等教育機関への配分額は、








 ステップ 4 で用いられる、REF の評価結果に基づ
いた配分係数は表 3 の通りである。現在は 4*が係数
4、3*が係数 1、2*以下は係数 0（配分無し）となって
いる。4 段階判定を用いるようになった 2009 年から
の推移を見ると、次第に係数の傾斜が強くなってきている。 
 
表 3 REF の評価結果ごとの係数 




4* 7 9 9 3 4 
3* 3 3 3 1 1 
2* 1 1 0.294 0 0 
1* 0 0 0 0 0 
unclassified 0 0 0 0 0 
出典：HEFCE、Research England の各年の Guide to funding 資料により作成 
 
また、分野別コストについては表 4 のようになっており、実験を行う分野は 1.6 倍となっ
図 1 Mainstream QR の配分の流れ 











出典：Research England (2020c) 
 
b)研究学位プログラム指導資金は、教育を中心とした修士課程を除く、研究中心課程の大
学院生の指導経費である。研究評価 REF で 3*以上の評価結果があり（割合 0 でなく）
Mainstream QR を受領している学科(department)のみが対象である。 
具体的な算定は、REF の 3 つの評価項目の結果を重み付け平均した総合評価結果を用い
















f) グローバルチャレンジ研究ファンド（Global Challenge Research Fund:GCRF）は、




GCRF は 2015 年にその設立が公表され、英国の ODA の一部を構成するものであり、5 年
間で総額 15 億ポンドの予算となっており、2019-20 年に Research England から配分される











育省（Department for Education）に拠るものであり、教育省傘下の Office for Students よ
り Research England に一部の予算が移管されて配分される。 
HEIF が配分される要件として、HEIF Policies and Priorities にて設定された方針や優先
事項に、高等教育機関による HEIF の使途が合致しているかが確認される。そのために、各
機関は今後 5 年間で HEIF をどのように使う予定かを記した HEIF accountability statement
を提出する。さらに毎年、Annual Monitoring Statement を提出する。 
HEIF の配分は、知識交換に関係する研究収入の指標に基づき算定される。高等教育機関






また、中小企業からの収入は 2 倍で集計される。 
個々の高等教育機関への配分は、最低配分額の閾値である 25 万ポンド以上に計算額がな
れば配分される。また配分額の上限（キャップ）や年次の増減幅の限度も設定されている。
2020-21 年からは配分額の上限は 38 億 95 百万ポンドから 42 億 85 百万ポンドへと増額さ
れ、年次の増減幅も 10%から 15%へと増加している。 
現在、Research England により大学の知識交換活動を主に定量的に把握する Knowledge 
Exchange Framework (KEF)の開発が進められており、また、高等教育セクターは知識交換
に関するミッション設定や改善・評価の方法に関する原則をまとめた Knowledge Exchange 
















 本資金配分は二つの要素で構成される。一つは HEI Research Capital England であり、過
去 2 年間の経常研究資金(QR)とリサーチカウンシル以外からの研究収入に基づいて配分さ
れる。もう一つは Higher Education Research Capital (HERC) England であり、過去 2 年間
のリサーチカウンシルからの研究収入に基づいて配分される。また、2020 年 7 月に政府が
ワールドクラスの研究インフラへの 3 億ポンドの投資を公表しており、そのうちの 88 百万
ポンドが「UKRI World Class Laboratories Fund」として Covid19 や気候変動等の課題対応







UK Research Partnership Investment Fund (UKRPIF)は、高等教育機関が民間からの資金
を獲得することを強化する戦略的パートナーシップを支援する資金であり、申請に基づき
競争的に配分されている。マッチングファンド形式であり、UKRPIF からの資金と非公的資
金の割合が 1:2 と設定されている。2012 年創設からこれまで 54 の研究センターや施設に
900 百万ポンドが配分されている。ただし、2021 年に終了予定である。 
 Connecting Capability Fund (CCF)は商業化の支援のために、高等教育機関の連携や優良
事例の共有を促進するものであり、HEIF を補助する役割である。現在は申請に基づき競争
的に配分されている。現在運用中のプロジェクトは各 3.5～5 百万ポンドである。 





れる。上限は年間 27 百万ポンドである。 
 
【参考文献】 
Research England (2020a), Research and knowledge exchange funding for 2020-21: 
Recurrent grants and formula capital allocations, RE-P-2020-05. 
Research England (2020b), Terms and conditions of Research England Grant: Terms and 
conditions of UK Research and Innovation funding administered through Research 
England. 
Research England (2020c), Research England: how we fund higher education providers - 
Supporting healthy and dynamic research and knowledge exchange in HEPs 
Research England, Office for Students (2020), HEIF policies and priorities: Accountability 
Statements 2020-21 and 2021-22 to 2024-25, RE-P-2020-03 
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ある。1989 年に“Research Selectivity Exercise”として実施され、1992 年には名称を“Research 
Assessment Exercise”と変えて実施され、さらに 1996 年、2001 年、2008 年と実施されてき
た。その後、英国財務省(2006)の Science and innovation investment framework 2004-2014: 
next steps にて RAE の見直しが求められたことを受けて評価方法や基準の見直しが行われ、
2014 年からは”Research Excellence Framework”(REF)という名称に代わって実施され、次
回は 2021 年に実施される（Covid-19 の影響によりスケジュールは後ろ倒しになり、2021







られている。REF2021 の目的は主には以下の 3 つが設定されている。 
a.  2022–23 年からの高等教育機関の研究活動に対するグラントの選択的配分のために、
資金配分機関が評価結果を活用する。 
b.  研究への公的投資の説明責任を果たすとともに、投資効果のエビデンスを形成する。 
c.  高等教育セクターが内部で用いるためや情報公表のために、高等教育機関のベンチマ
ーキング情報を提供し、評判の基準を形成する。 
これらに加えて以下の 3 つが追加目的とされている。 
-  国の研究優先順位付けに関する戦略的意思決定のために、豊富なエビデンスを提供す
る。 
























 各大学の各評価単位は、以下の表 5 の 3 つの評価項目により評価がなされ、記載してい
るウエイトで評価結果が重み付け平均されることにより、総合評価結果が算出される。 
 
表 5 REF2021 の評価項目とウエイト 
評価項目 ウエイト 概略 
a. 研究成果 60% 提出された研究成果の質を、独自性、重要性、厳格さの点から評価
する。 
b. インパクト 25% 提出する評価単位による卓越した研究がもとになって生まれた経
済、社会、文化、公共政策・サービス、保健、環境、生活の質への
インパクトを、範囲(reach)と重要性の点から評価する。 




 REF2014 においても同じ 3 つの評価項目が使われていたが、新たに導入した「インパク
ト」基準については、REF2014 では試行的な位置づけとしてウエイトが 20%と低くされて
いたが、REF2021 では 25%となっている。 
 これらの 3 つの評価項目の評価を行うために、大学は表 6 に示す情報を提出する。 
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・提出した評価単位により対象期間（2014 年 1 月 1 日～2020 年 12 月 31 日）




・評価対象期間（2013 年 8 月 1 日～2020 年 12 月 31 日）に実現されたイン
パクトの事例を説明したケーススタディ。その基礎となる卓越した研究は





・REF4c：研究の現物収入（研究施設の利用）。いずれも 2013 年 8 月 1 日～






















また、提出書類 REF2 にて提出される評価単位の研究成果については、その提出数は FTE






 また、REF2021 からの特徴として、提出する研究成果のうち、ISSN のついたジャーナル
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出する。提出数は表 7 の通りであり、160 人(FTE)までは 10～16 人（FTE）に 1 件程度を








19.99 まで 2 
20 ～ 34.99 3 
35 ～ 49.99 4 
50 ～ 64.99 5 
65 ～ 79.99 6 
80 ～ 94.99 7 
95 ～ 109.99 8 
110 ～ 159.99 9 






なるインパクトの発生期間は 2013 年 8 月 1 日～2020 年 12 月 31 日であるが、基になった





























を提出する。そこには、以下の表 9 のような情報を記載する。セクション A にはケースス
タディの基本事項を記載し、セクション B でその説明文書を記載する。 
 











1. インパクトの概要（100 語まで） 
2. 基になる研究の説明（500 語まで） 
3. 研究成果の参照情報（6 件まで） 
著者、タイトル、出版年、成果の様式、DOI などのアクセス可能な情報。適切な場合には研究の
質に関するエビデンス。 



















 高等教育機関単位では以下の表 10 のような情報のテンプレートへの記載を求める。通
常、一高等教育機関に複数の評価対象があるが、この機関単位の内容は同一となる。 
 














また、評価単位ごとには以下の表 11 に示す情報を提出する。 
 
表 11 研究評価単位での研究環境の情報のテンプレート 
機関名 
評価単位名 




セクション 2 人材 
提出した評価単位の人事戦略と育成に関する証拠。博士課程学生のための支援構造、訓練と監督の証
拠。平等と多様性をいかに支援し促進しているかの証拠。 
セクション 3 収入、施設、設備 
提出した評価単位の研究とインパクトに関連する収入、施設、設備に関する情報。 








 評価では、サブパネルは REF5b の 4 つのセクションである、文脈・戦略、人材、収集・
施設・設備、研究基盤・経済・社会への協力と貢献を、REF4a/b/c および REF5a などの情
報を用いつつ、活力（Vitality）と持続性（Sustainability）の点から総合的に評価し、星 4～
星 1（4*～1*）までの 4 段階および、対象外（unclassified）を判定する。REF5b に示す 4 つ
のセクションについてのウエイトはメインパネル A、B では 25%ずつ、メインパネル C、D
では人材が 30%、収入、施設、設備が 20%、残りが 25%となっている。 
 
(7)評価結果 






図 2 質のプロフィールの構成 
 
過去 4 回分の評価結果の分布は表 12 となっている。1996 年と 2001 年は 7 段階であり、








表 12 評価結果の分布 
 
 RAE1996 REF2001 
5* 6% 11% 
5 14% 28% 
4 23% 26% 
3a 18% 19% 
3b 15% 11% 
2 16% 5% 
1 8% 1% 
 
 RAE2008 REF2014 
4* 17% 30% 
3* 37% 46% 
2* 33% 20% 
1* 11% 3% 





る研究分野など）の 3 つをシンプルに掛け合わせた数字により傾斜配分がなされる。 
 
【参考文献】 
Department for the Economy, HEFCW, Research England, Scottish Funding Council (2019a), 
Guidance on submissions, REF 2019/01 
Department for the Economy, HEFCW, Research England, Scottish Funding Council 
(2019b), Panel criteria and working methods, REF2019/02  
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1.4 知識交換活動の分析：Knowledge Exchange Framework 
 2017 年に政府の産業戦略白書（Industrial Strategy White Paper）にて Knowledge Exchange 
Framework と呼ばれる、大学の知識交換活動をベンチマークする仕組みの開発が必要とさ








対象は当該年に知識交換に向けた経常的資金である Research England Higher Education 




（説明文書の提出）が Research England から資金を得る条件とされることも検討されてい
る。 
KEF では指標をもとに比較を行うため、まず全大学を 7 つのグループにクラスタリング
して、ベンチマークに用いる。7 つのうち 5 つのグループは一般クラスタ（総合大学）であ
り、大学の規模、学部生・大学院生比率や、医学の有無によってわけられる。残りの 2 つは
科学技術医学専門大学と、芸術専門大学である。 





表 13 KEF で用いられる指標群 





研究収入のうち、Innovate UK からの収入 （知識交換パートナーシップ



























研究収入のうちライセンシングや IP の収入 
一般市民や地域コミュ
ニティとの連携 
National Co-ordinating Centre for Public Engagement (NCCPE)により開発
された自己評価の暫定スコア。2020 年 2 月のナラティブのテンプレートの




各指標はセクター全体分布の中で 0-1 の値に変換される。指標 x の変換は、(x-ｘの最小
値)／（x の最大値-x の最小値）により行う。さらに、その変換された値を 7 つのパースペ
クティブごとにまとめ、10 分位にランクする（1～10 の値にする）。7 つのクラスターごと




る。説明文書（narrative statements）は以下の 3 つの項目で構成される。 
a.  高等教育機関の文脈（1 頁まで）：各機関の地理的、経済的、社会的文脈を簡単に記述
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する。 





には適切な指標がないため、5 項目に対する 5 段階の自己評価判定結果を指標として



















得られた結果は、他の指標と同様に 1～10 点になるように変換される。 
 
【参考文献】 
Research England (2020d), Knowledge Exchange Framework: Decisions for the first iteration, 
RE-P-2020-01. 
Research England (2020e), Knowledge Exchange Framework: Clustering and narrative 
templates, RE-P-2020-02.  
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1.5 教育活動への経常的補助金 
 教育のための経常的資金配分については、英国では 2013 年より大学への国からの機関単







経費やインフラ整備は研究のための経常的資金として Research England より配分される。
また、学校教員養成については別に Department for Education が支援を行っており、保健
医療人材の養成については Health Education England や NHS が教育研究に必要な臨床施設
への資金を拠出し、Department of Health and Social Care も学生補助を行っている。  
 学生局（Office for Students）から高等教育機関への資金は 2020-21 会計年度では以下の
表 14 のようになっている。なお、学事暦は会計年度と異なるため、大学には二つの会計年
度をまたいで、一学事年度の予算が配分されることになる。表中の経常的教育補助金 13 億
29 百万ポンドのうち、12 億 76 百万ポンドが 2020-21 会計年度から 2020-21 学事年度への
予算にあたる。 
 
表 14 学生局からの資金配分 
2020-21 会計年度の予算要素 合計 (百万£) 
経常的教育補助金（Recurrent teaching grant） 1,329 
資本への教育補助金（Capital teaching grant） 150 
全教育資金 1,479 
出典：Office for Students (2020b) 
 
 この 12 億 76 百万ポンドの内訳を示したのが表 15 である。高コストの教育コースへの
資金が 8 億 95 百万ポンドと大きく、その内部も細かく要素が設定され、それぞれについて
配分方式が定められている。また、退学リスクが高い学生や障がいのある学生への支援が 3
億 16 百万ポンドである。 
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表 15 経常的教育補助金の内訳 
経常的教育補助金の要素 百万£ 
高コストの教育コースへの資金 895 









シニアのアカデミック GP(教育研究と臨床を行う)教員の給与不足分 1 
NHS 年金制度の補償 5 
学生のアクセスや成功のための資金 316 
 退学リスクの高い学生（年齢、成績、環境等）の支援に関する追加資金（フルタイム学生） 150 
退学リスクの高い学生の支援に関する追加資金（パートタイム学生） 66 
障がいのある学生に関する追加資金 40 
Uni Connect（進学率の低い地域における高大連携活動） 60 
国際的に優れた教育を行っているなどの特別な機関への資金 43 
経常的資金配分 小計 1,255 
国立施設や規制取組への資金 21 
総計 1,276 





高コスト分野への配分額 = 学生数（フルタイム換算）× セクター全体で設定した分野
別単価（Sector-wide funding rates）× 総額調整係数（予算総額を超えないための調整係
数。2020-21 年は 0.972） 
 





表 16 英国の教育費配分における分野別単価 
単価グループ 説明 単価 
単価グループ A 医学・歯学・獣医学分野の臨床実習の年。 ￡10,000 








単価グループ D 教室での授業中心の分野。人文学、ビジネス、社会科学。 0 




















Office for Students (2020a), Recurrent funding for 2020-21. 
Office for Students (2020b), Guide to funding 2020-21: How the Office for Students allocates 




英国では教育評価を 1992 年より開始し、1997 年に専門の評価機関である高等教育質保証
機構（QAA）を設立して、教育評価を委託して実施するようになった。英国（連合王国）で
は構成する 4 カ国ごとに質保証の仕組みは若干異なるが、これまでは QAA が外部質保証
の実務を担ってきた。 











表 17 登録の要件 
A: 様々なバックグラウンドを持つ学生に向けた高等教育への進学及び学習機会の提供  











B6 全ての高等教育機関は、Teaching Excellence and Student Outcomes Framework(TEF)に参加
しなければならない。 
C: すべての学生の利益保護  
D: 財政的な持続可能性  
E: 良好なガバナンス  
F: 学生への情報提供  
G: 授業料及び資金調達に関する説明責任 
出典：Office for Students (2018)より作成 
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この教育の質に関する要件の確認のために、学生局は QAA に「質・基準レビュー（Quality 







































































Office for Students (2018), Securing student success: Regulatory framework for higher 
education in England. 
QAA(2019), Quality and Standards Review for Providers Applying to Register with the Office 
for Students: Guidance for Providers  
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1.7 教育卓越性の評価：Teaching Excellence and Student Outcomes Framework 
大学として登録されるための質保証に加えて、別の教育評価として、教育が卓越した機関
を評価する「教育卓越性と学生成果枠組（Teaching Excellence and Student Outcomes 








2019 年までは参加は任意となっているが、今後は、学生数 500 人以上の全ての高等教育
機関が TEF を受けることを求めている。 
TEF における評価は①教育の質、②学習環境、③学生のアウトカムや学習の効果の 3 つ


























（ Student outcomes and 
learning gain） 
基準 教育の質に係る基準 学習環境に係る基準 学生の成果及び学習の効
果に係る基準 
根拠 ●6 つのコア指標 （※提出する表では同種大学群の値ベンチマーク指標としてその差も
記入する） 
・学生が受講したコースの教
育 内 容 に 関 す る 満 足 度
(NSS) 
・成績及び評価とそのフィー
















• 成績評価のインフレ（10 年前の成績分布との比較） 
• 3 年後雇用継続あるいは継続学習率※ 
• 25-29 歳平均給与以上の給与率※ 
※上記 2 つは高等教育データと納税データをリンクさせた Longitudinal Education 














料等（detailed statement from each university or college）に基づいて修正を加える。表 21
には各判定の定義と 2017-19 年の間の判定数を示している。 
金を獲得した高等教育機関の例としては、The University of Lancaster では高品質の資産
（デジタル資産も含む）が学生によって積極的に活用されていること、The University of 
Essex では卓越的な教育を促進し、それを評価して、見返りを与える文化が大学内に組み込
まれていること、University of Dundee では雇用者に高く評価される技能や知識を、学生が






表 21 評価の基準と、2017-19 年に実施した評価結果 



















出典：Office for Students ホームページより作成 
 







Department for Education (2017), Teaching Excellence and Student Outcomes Framework 
Specification. 
Office for Students (2018), Teaching Excellence and Student Outcomes Framework: Year 










2.1 教育向けの経常的資金：Commonwealth Grant Scheme 
豪州では教育向けの補助金は Commonwealth Grant Scheme(CGS)1によって配分される。
連邦政府は、Higher Education Support Act 2003(HESA)に基づき、HESA に記載された大
学（Table A providers と呼ばれる大学と、それに入らないが Commonwealth Grant Scheme 
Guidelines 2012 に記載された大学）に、Commonwealth supported places（CSPs：連邦政
府支援枠）と呼ばれる、授業料負担補助を行うフルタイム換算学生数(full-time student load: 
EFTSL)への補助金を、CGS を通じて提供する。2019 年の CGS の総額は 71 億豪州ドルで
あり、それに対して学生納付金は 53 億豪州ドルであった。 




育中心の大学院、Table A 以外の大学の課程は、指定コース（designated course）と呼ばれ、
学生数について大学と政府とで合意を結び、その学生数の CGS を受領した。なお、学生に
は高等教育ローンプログラム（Higher Education Loan Program: HELP）と呼ばれる奨学金
（ローン）制度があり、それを利用すれば、卒業後に一定の収入を得た後に学生貢献額のロ
ーンを返済する。 
しかし 2017 年に新たな仕組み（MYEFO 2017-18)が導入され、連邦政府の補助を受けら
れる学生数に上限が設定された。CGS が 2009 年から 2016 年の間に 71%増加しており、
GDP の伸び率の 2 倍以上の増加となっており、持続可能性が危惧されていたためである 2。 
この仕組みでは、指定外コースの CSPs の補助金総額は、分野別のクラスター単価×CSPs
の合計か、各大学の指定外コースの基礎的補助金の最大量（non-designated maximum basic 
grant amounts: MBGA)のどちらかの低いほうとなり、MBGA は 2018 と 2019 年に関して










表 22 資金配分クラスタごとの連邦政府支援額と学生負担額（2019 年） 
資金配分クラスター 資金配分クラスターの細分類 Commonwealth 
contribution 










–  $2,160  $10,958 
資金配分クラスター2 
人文学 








行動科学、社会学 $10,630 $6,566 
資金配分クラスター4 
教育学 









コメディカル  $9,359 
資金配分クラスター6 
看護学 
 $14,596 $6,566 
資金配分クラスター7 
工学、科学、測量学 
 $18,586  $9,359 
資金配分クラスター8 
歯学、医学、獣医学、農学 
歯学、医学または獣医学 $23,590  $10,958 
農学  $9,359 




このような CGS に 2020 年より新たに実績に基づく配分（performance based funding)が
導入された。それに先立ち、2018 年 12 月に教育大臣 Hon Dan Tehan MP は、配分方式の
改革のため University of Wollongong の Vice Chancellor である Professor Paul Wellings 
CBE を議長とするコンサルテーション専門家会合を設置し、2019 年６月に最終レポー
ト”Performance-Based Funding for the Commonwealth Grant Scheme”（Wellings et al. 2019）
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が公表された。その内容を踏まえて、実績に基づく配分の導入が 2019 年 10 月に発表され
た 3。 
実績に基づく配分については、オーストラリアでは過去 2005-2009 年に「Learning and 
Teaching Performance Fund (LTPF)」として 38 機関に 4 年間で 3 億 24 百豪州ドルを配分








を超えて 18-64 歳人口の増加率（2020 年では 1.36%）に応じた補助金増額を受けることが














・ 卒業生の就職成果 graduate employment outcomes：専門職の変化や求職の多様性など
の複雑な雇用状況のなかで就職率をみることを目的。個々の大学の改善を閾値に設定。 








participation of Indigenous, low socio-economic status, and regional and remote 
students）：大学セクター全体の閾値を設定。 
オーストラリアでは Quality Indicators for Learning and Teaching (QILT)という、毎年の
サーベイ調査を実施しており、学生経験、卒業生の就職状況、卒業生の満足度、雇用者の満






のある学生の入学改善のための資金である Disability Support Program (DSP)、アボリジニ
とトレス海峡諸島民の学生の支援のための Indigenous Support Program、大学が環境変化
のもとで統合や協力、組織やキャンパスの変更を行うことを支援する Structural Adjustment 
Fund、進学率が低いグループの進学を促進するための Higher Education Participation and 
Partnership Program (HEPPP)、質の高い教育への資金である Promotion of Excellence in 
Learning and Teaching in Higher Education、数学・科学教育のために大学と学校が連携す




Wellings, P. , R.Black, G.Craven, D.Freshwater, and S.Harding . 2019. Performance-Based 
Funding for the Commonwealth Grant Scheme. Commonwealth, Australia: Report for 
the Minister of Education, Australian Government. 
Commonwealth Grant Scheme Guidelines 2012. 








2017 年以前は表 23 に示すように、多数の項目に分けた算定がなされていた。その中で
も「研究卓越性の持続」として、オーストラリアで 2010 年より実施している大学研究評価
Excellence Research for Australia（ERA）を配分の一指標として活用していた。 
 
表 23 2017 年以前の研究活動へのブロックグラントの配分 
項目 2015 年額 配分方法・指標 
奨学金 


























基盤 $39M 連邦政府からの競争的資金(100%)に比例 











しかし、この方式が複雑であったことから、2017 年より以下の 2 つの部分による算定と
いうシンプルな方法が採用された。 
 
(1)Research Support Program (RSP)：研究のための間接的な経費として、施設設備や支
援スタッフの給与などに使用されることを想定。獲得研究費で比例配分。 





2019 年には 19 億 2 千豪州ドルを 42 機関に配分し、そのうち、Research Support Program 




(1)Research Support Program (RSP)では、まずステップ 1 として、国からの総額（BGA）
を二つの部分 A と B に分ける。部分 A をさらに半分に分け、①過去 2 年間のカテゴリー1
収入（オーストラリア政府の競争的資金）の当該大学の国内占有率（COMPETITIVE）と、
②過去 2 年間のカテゴリー2、3、4 収入（その他の公的セクター、産業界、共同研究センタ
ープログラムからの資金）の当該大学の国内占有率（ENGAGEMENT）に、それぞれ比例
するように各大学への配分額を決める。部分 B はカテゴリー2、3、4 収入の当該大学の国内
占有率（ENGAGEMENT）のみに比例するように配分額を決める。これらの合計額を各大
学の暫定的な配分額とする。 
BGAi = (0.5×A×COMPETITIVEi) + (0.5×A×ENGAGEMENTi) 
+(B×ENGAGEMENTi) 






ステップ 3 として、端数の金額がまるめられて最終的な配分額が決定する。 
 
(2) Research Training Program (RTP)では、まずステップ 1 として、国からの総額（BGA）









表 24 学生種別による重み 
学生種類 係数 
先住民族以外 高コスト分野 博士 4.7 
修士 2.35 
低コスト分野 博士 2.0 
修士 1.0 
先住民族 高コスト分野 博士 9.4 
修士 4.7 




COMPETITIVE 比例分と ENGAGEMENT 比例分については、これら二つの各占有率に
比例するように、それぞれ各大学への配分額を決める。これらの合計額を各大学の暫定的な
配分額とする。 
BGAi = (0.5×C×COMPLETIONSi)  
 + (0.25×C×COMPETITIVEi) + ( 0.25×C×ENGAGEMENTi) 
ステップ 2 として、2017 年～2021 年の間は前年度配分額から大きな変更が無いように調
整する。配分額の 75%は前年度の配分額同等に代える。そのため、前年度の RTP 配分の占
有率を計算し、本年度の政府 RTP 総額の 75%にこの占有率をかけた配分額を計算する。ま
た、ステップ 1 での暫定配分額に 25%をかけた配分額を計算する。この 2 つの合計を当該
大学の配分額とする。 
ステップ 3 として端数の金額がまるめられて最終的な配分額が決定する。 
 
以上のように、大学研究評価である ERA の結果は、2017 年までの配分方式においても影
響額が小さかったこともあり、新たなシンプルな配分方式においては利用されていない。た
だし、現在のモリソン政権（自由党）では ERA による学術的な質の評価よりも、新たに 2018




Commonwealth Scholarships Guidelines (Research) 2017 
教育・スキル・訓練省ホームページ https://www.dese.gov.au/research-block-grants  
 
4 オーストラリア教育・スキル・雇用省へのヒアリングによる(2020 年 3 月 5 日) 
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2.3 研究の評価①：Excellence Research for Australia 
大学の研究評価については、現在は①学術面を中心とした（応用面も含む）評価である
Excellence Research for Australia(ERA)と、②研究の社会的インパクトや連携に焦点をおい
た評価である Engagement and Impact Assessment(EI)の 2 種類が Australian Research 
Council により行われている。 
ERA は 2009 年に試行が行われた後、2010、2012、2015 年と行われ、最近は 2018 年に















ERA の評価においては、大学はオーストラリアの学問分野分類である Australia and New 
Zealand Standard Research Classification (ANZSRC)に基づいて、4 桁コードの研究分野 
（FoR。157 分野）ごとにデータの提出を行う。その資料をもとに、4 桁コードおよび、そ





よる情報提供を受けた専門家による評価（expert review informed by indicators）を原則とし
ていることに特徴がある。 
提出されたデータは、8 つの研究評価委員会（REC）によって評価される。ERA 2018 で
は、REC はオーストラリアおよび海外からの 150 人の研究者により構成されている。提出
された各 UoE に対して、少なくとも 3 人の評価委員が割り当てられて評価作業を行う。加

























































































表 25 評価者に提示される評価単位（UoE）の指標の概要の例 
規模と
活動 



































$0   
応用 特許 0 
商業化収
入 





































③RCI グループごとの論文分布に関する指標群：評価対象の RCI 値グループごとの論文
数（複数の分野の論文は分数計算）、その割合、オーストラリア高等教育機関の割合の平均、
オーストラリア高等教育機関の RCI 値グループごと全論文の中での占有率、クラス 0 と I




































 評価者は全ての指標・提出書類をみて以下の 5 段階で評点付けを行う。評価結果は、国際
水準よりも高いか低いかという視点から段階設定されている。 
 



















Australian Research Council (2017), ERA 2018 Submission Guidelines. 
Australian Research Council (2018), ERA 2018 Evaluation Handbook. 
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2.4 研究の評価②：Engagement and Impact Assessment 
Engagement and Impact Assessment（EI）は 2018 年より開始された評価であり、研究者
が研究のエンドユーザーといかに連携し(engage)、研究を経済、社会、環境、文化、その他
のインパクトへと変換しているかを評価する。EI は、2015 年に連邦政府が発表した National 
Innovation and Science Agenda (NISA)における政策手段の一つとして「大学の研究実績を
評価する際に、非学術的なインパクトや産業との連携を明確で透明な形で測定する方法を
導入する」に対応したものである。2017 年に試行が行われ、2018 年に本格実施された。次
回は 2024 年に行われる。 





















EI では、各大学が 22 の分野の評価単位(UoA)ごとに、書類を提出してパネル（評価委員
会）により評価が行われる。分野は、オーストラリアとニュージーランドの標準研究分類
（ANZSRC）における 2 桁コードの研究分野（FoR）である。一方、評価パネルは、FoR を
大きな区分にまとめて設定されており、社会科学（SS）、科学技術（ST）、芸術・人文（CAH）、
健康・ライフサイエンス（HLS）、ならびに、オーストラリアに特有な領域である、アボリ
ジニとトレス海峡諸島民に関する研究（IN）の 5 つのパネルである。各パネルは、議長 1 人
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と少なくとも 3 人のメンバーで構成される。 
















2018 年実施の EI の評価対象期間は、エンゲージメントは 2014 年 1 月 1 日～2016 年 12
月 31 日と直近 3 年であるが、インパクトは 2011 年 1 月 1 日～2016 年 12 月 31 日の 6 年
間に実現したインパクトとなっている。また、インパクトを産んだ研究については 2002 年

















機密情報に関する説明 (最大 1500 文字): 





















チセンターCRC の研究収入）の収入総額および HERDC 全体の中の割合） 
2) FTE あたりの HERDC 総収入 
 HERDC カテゴリー1 特定部分、およびカテゴリー2、3（i、ii、iii）、および 4 の収
入の FTE 当たりの額 
















表 28 エンゲージメントの説明文書中に記載する追加指標 
・ 研究者の流動性（例：学術界以外で雇用されたり就職した研究者、学術界で雇用されたり就
職したエンドユーザー） 
・ 特許登録、PCT 出願、日米欧全てに登録された特許 
・ 特許における研究成果への引用 
・ インターンシップや就職斡旋に参加した HDR 学生（研究志向の大学院生） 











































 上記の指標を踏まえてパネルは 3 段階の評点（High、Medium、Low）をつける。3 段階
の定義は以下となっている。 
 





















EI assessment では、英国 REF とは異なり、一つの評価単位(UoA)が一つのインパクト調
査の様式を提出する。そこには評価単位によるインパクトの例を示すのであり、全てのイン
パクトを記入はしない。 
 提出様式は PartA としてインパクトの事例を示し、PartB としてインパクトを実現するた
めの支援方策などのアプローチを示す。 
 






社会経済目標(SEO)コード: 本インパクト分析に関連する二桁の SEO コード: 
オーストラリア・ニュージーランド標準産業分類(ANZSIC)コード: 本インパクト分析に関連する二桁の
ANZSIC コード 







科学研究優先分野（Science and Research Priorities）: 
政府の科学研究優先分野と関係していれば、それを明記する。 
PART A—インパクト 




本インパクト分析に関連する 10 人までの受益者をリストアップする。 
3. インパクトが発生した国 
インパクトの場所に関わる国を国名リストから選定する。 















関連研究を最も良く説明しうる 2 桁分野(FoR)を最大 3 つまで。 
7. 参考文献 (10 件まで。一件あたり 350 文字) 








1. インパクトへのアプローチの要約（最大 800 文字） 
パート A で説明したインパクトを達成するために、高等教育機関、カレッジ、学部、グループ、学科、、
センターによって実施された戦略を要約する。 














提出資料で求められる関連研究は、2002 年 1 月 1 日から 2016 年 12 月 31 日内に行われ
たものとなっている。評価パネルはこれらの研究の質は評価せず、研究が記述されたインパ
クトを支えているかを確認する。 
上記の指標を踏まえてパネルは 3 段階の評点（High、Medium、Low）をつける。3 段階
の定義は、インパクト、およびインパクトへのアプローチについて以下となっている。 
 
表 31 インパクトの評価基準 
High ・ インパクトは学術界を超える極めて重要な貢献を生んでいる。 
・ 関連研究とインパクトの間に明確な関係があることが示されている。 
Medium ・ インパクトは学術界を超える重要な貢献を生んでいる。 
・ 関連研究とインパクトの間に明確な関係があることが示されている。 
Low ・ インパクトは学術界を超える貢献を全く、あるいはわずかしか生んでいない。 
 

















Australian Research Council (2017a), EI 2018 Framework. 
Australian Research Council (2017b), EI 2018 Submission Guidelines. 





















律性強化を目標として改革に着手し、2007 年 8 月には、大学に自立性を与え、大学を研究
システムの中心に位置づけることを目的とした「大学の自由と責任に関する法律（Loi 
n°2007-1199 du 10 août 2007 relative aux libertés et responsabilités des universités: LRU）」
を制定している。同法は、①大学運営組織改革による意思決定効率化②国立大学の予算・人
事における自主裁量権強化③大学評価強化の 3 点を中心に策定され、2013 年までに全ての








となり、この使命に関連する事項は SYMPA（système de répartition des moyens à la 
performance et à l’activité）以降の評価指標等に反映されることになる。 
また、LRU に基づき 2005 年に公益組合(groupement d'intérêt public)として設立された













Europe 2020）が準備され、この 2 つの戦略を軸に高等教育研究のロードマップが確立され
ることになった。この法律では高等教育と研究に関する白書を 5 年ごとに議会に提出する





これまでも 1990 年の欧州大学拠点(pôle universitaire européen: PUE)や 2006 年の研究教
育拠点(pole de recherché et d’enseignment supériur: PRES)等を通じて部分的に進められて
きたが、同法により教育活動や研究活動の連携、地域規模での共通戦略の策定等、高等教育・
研究に関するより広範な統合が進められることとなった(大場 2015)。機関統合には、高等
教 育 機 関 と 研 究 機 関 が 特 定 の 分 野 で 契 約 を 結 ぶ 連 盟 (Association) と
COMUE(Communautés d’ universitiés et établissements)と呼ばれる法人格を持つコミュニ
ティとなる連合(Federation)の 2 つの方法があり、2020 年現在フランス全土で約 30 の学術




3.2  フランスにおける大学評価の概要 
COMUE 等の学術共同体の誕生に合わせ、大学や研究機関の評価体制も刷新された。2007
年から大学評価を実施していた研究・高等教育評価庁（Evaluation Agency for Research and 
Higher Education, AERES）に代わり、2014 年 11 月には研究・高等教育評価審議会（High 






フランスの大学評価は、機関と国との 5 年の契約締結期間中に、HCERES の実施する評
価を通じ、合意された契約内容の実施状況を確認するという手法がとられている。HCERES




（Observatory of Sciences and Technology, OST）部門の研究を活用した国内外のレベルで












 フランス政府の高等教育機関への財政支出は 318 億ユーロ（2018 年）と GDP の約 1.45%
であり、OECD 平均(1.47%)とほぼ同程度となっている（OECD, 2019)。しかし近年の高等
教育改革を通じて高等教育支出額は拡大しており、2010－2018 年の 8 年間では約 26 億ユ












なわち公的補助金の約 7 割は教職員の人件費となっており、残り 2 割が運営費、1 割弱が不
動産保守等を含む支援措置費となっている（図 5 参照）。 
 






































図 5 高等教育機関における公的補助金の支出内訳（2018） 
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3.4 高等教育機関の収入構造 




表 33 大学(université)の収入内訳（2019） 
項目 金額 割合 
➀政府補助金(SCSP) €10,937,681,471 74.15％ 
②州、EU,その他からの運営補助金、資産融資 €1,370,932,016 9.29% 
補助金計 €12,308,613,487 83.44% 
③登録料 €302,016,005 2.05% 
④ANR 以外の契約・受託研究 €88,179,747 0.6% 
⑤生涯学習、VAE €403,798,366 2.74% 
⑥実習プログラム €108,496,670 0.74% 
⑦その他（ANR,財団） €1,539,937,889 10.44% 
自己収入計 €2,442,428,677 16.56% 
合計 €14,751,042,164 100％ 
（出典：Direction générale de l’enseignement supérieur et de l’insertion professionnelle ） 
 
➀の政府補助金(Subvention pour charges de service public: SPSC)は、毎年特定の手続き




③の登録料は学生が大学に支払う年間登録料であり、2020 年度は学士 170 ユーロ、修士
243 ユーロ、博士 380 ユーロとなっている。なおエンジニアリングスクールでは授業料が徴
収されており、2020 年の授業料は 601 ユーロとなっている。また⑦の ANR はフランスの
研究助成機関である国立研究機構（Agence Nationale de la Recherche）である。⑤の VAE
は教育機関外で得たコンピテンスを評価し、その能力が学位授与相当と認められた場合に
学位授与する制度である職業経験認定制度（Validation des Acquis de l’Experience）を指し
ており、生涯学習や VAE プログラムは機関の数少ない自己収入源の一つとなっている。 
 
3.5 フランスにおける高等教育の資源配分 
 フランスの大学予算は、1980 年代までは GARACES(groupe d'analyse et de recherche sur 
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また 1994 年からは、SAN REMO（systéme analytique de répartition des moyens: SAN REMO）
と呼ばれる学生数や教職員数等定量的評価基準に基づくグローバルバジェット（総額支払）
方式（70～80％）と、A,B,C,D（20～30％）と呼ばれる国との 4 年毎の契約期間の交渉に基
づく方式の組み合わせによる配分方法が採用された（表 34 参照）。 
 
表 34  SYMPA モデル以前の予算配分方式 




70～80％ (SAN REMO) 
分野別学生数、職位別教職員規模、教育時間
数等に基づくブロックグラント 
 20～30％ (A,B,C,D) 
4 年毎の計画、契約に基づく資源配分 
（出典：Le financement des universités 3）） 
  




がボローニャ・プロセスに沿って 2003 年に導入した LMD（学部、修士、博士）課程に即
したものではなかった。このためこのシステムは 2005 年頃から段階的に廃止されることと
なり、2009 年からは新たな配分方式である SYMPA（système de répartition des moyens à 













表 35  SYMPA モデルによる配分方式 

















 65％ 35％ 100％ 
















的に 2017 年までに SYMPA モデルは廃止されている。 
そ の 後 、 エ ン ジ ニ ア リ ン グ ス ク ー ル で は 、 2015 年 に SYMPA 方 式 を 修 正 し た
図 6 研究・高等教育ミッション（MIRES）による高等教育資金配分と SYMPA 適用範囲 
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MODAL(modèle d’ allocation des moyens)と呼ばれる配分方式が採用されることになった。
MODAL は欧州大学協会（European University Association)における各国の資金配分方式
の議論を参考に、よりシンプルな原則を用い、教育（65％）、研究（35％）全体で 8 項目の








































Dialogue stratégique et de gestion, DSG）と呼ばれる新たな方式が 10 機関で試験的に開始












b) 卒業率：標準修了年限（3 年/4 年）卒業率 


















2) Projet de loi de finances pour 2019 : Recherche et enseignements supérieur 
http://www.senat.fr/rap/l18-147-323/l18-147-323_mono.html 
3）Le financement des universités : pour un SYstème de répartition des Moyens à l'Activité 
et à la Performance (SYMPA ) https://www.senat.fr/rap/r07-382/r07-382.html 
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パフォーマンスベースドファンディング(Performance Based Funding: PBF)を取り入れる
動きが活発化している。 
 
4.2 アメリカにおけるパフォーマンスベースドファンディングの概要  
 米国においては、ベビーブーマーが大学進学人口に達した 1960 年代から 70 年代にかけ
て、いくつかの州で入学者数に対応した配分モデルを導入したことが州立大学におけるパ
フォーマンスベースドファンディング(Performance Based Funding: PBF)導入のきっかけ







入れる州が増加している（図 7 参照）。 
 
（出典：The Politics of Performance Funding for Higher Education  を元に作成） 
 
 InformED States の調査によると、2020 年 1 月現在 29 州でパフォーマンスベースドフ
ァンディングが導入されている。また、アイダホ州とミズーリ州ではパフォーマンスベース
の評価は実施されているが、評価と結びついた資金配分は実施されていない。またペンシル



























































































ングファームの HCM Strategies では、アウトカムベースの一般的な指標を以下の表 37 の
ようにまとめている。 
 










優先分野 学位数における STEM 分野比率、高需要分野 
優先学生 マイノリティー、低所得、第 1 世代学生、退役軍人、成人学生 
その他 教員多様性、満足度調査、プログラム評価、オンライン教育 









等が異なるため、2 年制と 4 年制で異なる指標を設定している州もある。4 年制の州立大学
でアウトカムベースファンディングを導入している州は、2019 年現在 22 存在しており、州
によって使用する指標や予算配分割合は大きく異なっている（表 38 参照）。 
 
表 38 アウトカムベース指標を 4 年制州立大学で導入している州の指標内訳（2019） 
州 コース 
修了 












アーカンソー   ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○   ～5 
コロラド ○ ○ ○   ○       ○ ○   25～ 
フロリダ     △   ○   ○ ○ ○ △ ○ 5～24 
ハワイ     ○ ○ ○       △ ○   ～5 
インディアナ   ○ ○   ○       ○ ○   5～24 
カンザス △   △   ○ △     △ △ ○ ～5 
ケンタッキー ○ ○ ○   ○       ○ ○   25～ 
ルイジアナ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○   25～ 
メーン   ○ ○ ○   △   ○ ○ ○   25～ 
ミシガン     ○   ○ ○   ○ ○     ～5 
モンタナ △   ○   ○         ○   5～24 
ノースダコタ ○                     25～ 
ニューメキシコ ○ △ ○     △     ○ ○   ～5 
ネバダ ○ △ ○ ○ ○ △     ○ ○   5～24 
オハイオ ○   ○     ○     ○ ○   25～ 
オレゴン ○   ○           ○ ○   25～ 
ペンシルバニア         ○       △ ○ ○ 5～24 
ロードアイランド     △   ○ △     ○ ○ ○ 5～24 
テネシー   ○ ○   ○ ○       ○ ○ 25～ 
ユタ     ○   ○ △     ○ ○   ～5 
バージニア                 ○     ～5 
ウィスコンシン   ○ ○ ○ ○ ○   ○ ○ ○ ○ ～5 












については、2020 年予算ではアーカンソー州で 3％、ネバダ州では 20％、ケンタッキー州
で 70％と州によって異なるが、これは導入時期と関係している場合もある。例えばネバダ
州では、実施初年度（2015 年）には 5％、翌年には 10％を連動させ、3 年目には 15％、そ













は必ずしも高くならなかった（Johnson, N& Yanagiura 2016）。 
こうした問題を改善するため、2010 年にテネシーカレッジ包括法(Complete College 
Tennessee Act: CCTA)が策定され、州の資金配分方法は大きく変化した。同法では州の調
整 委 員 会 で あ る テ ネ シ ー 高 等 教 育 委 員 会 (Tennessee Higher Education Commission, 
THEC)に権限が移譲され、THEC がフォーミュラ・レビュー委員会に 2 年制、4 年制大学
セクター管理者を招集し、指標や資金調達に関するコンセンサスを得て配分を実施してい





り、25 歳以上の成人学生や連邦政府給付金であるペルグラントを受給している学生(at risk 
student)の学位取得等は 40％のプレミアムが付加される。州立大学における機関収入に占




表 39 テネシー州の州立大学アウトカムベース資金配分指標（2015－2020） 
 4 年制大学 コミュニティカレッジ 








生産性 研究、サービス、委託業務獲得額  
特定分野 成人学生、低所得学生 成人学生、低所得学生、低学力学生 
（出典：Implementation and Impact of Outcomes-Based Funding in Tennessee Table 1） 
 
また、テネシー州における資金配分指標は、2025 年までに州民 55％が大卒資格を得るこ





 ミシガン州は 2012 年度に州内の 4 年制大学に対して初めてパフォーマンスベース配分を
導入したが、全体の予算に占める配分割合は 2.8％と極めて低かった（表 40 参照）。 
 
表 40 ミシガン州における予算配分額に占める PBF 割合（2012－2017） 
年度 総予算 PBF 予算 PBF 予算割合 
2012 ＄1,300,994,000 $36,342,000 2.8% 
2013 $1,328,947,100 $27,953,100 2.1% 
2014 $1,339,958,200 $74,637,500 5.6% 
2015 $1,360,557,600 $20,099,400 1.5% 
2016 $1,400,345,000 $39,787,400 2.8% 
2017 $1,428,345,000 $28,000,000 2.0% 
 











表 41 ミシガン州におけるパフォーマンス指標とその割合（2017） 
項目 PBF 割合 
基準年度（2010）における各大学の運営費シェア 50％ 
STEM 分野の学士学位取得数 11.1％ 
研究開発費総額（研究大学のみ） 5.6％ 








PBF の導入された 2012 年と 2015 年を比較して、ミシガン州北部の総修了者数、標準年限
（6 年）卒業率が低下したこともあり、イースタンミシガン大学とオークランド大学は PBF
受給要件である授業料増加抑制を破り、それぞれ 7.78％、8.48％授業料を引き上げた。この
結果オークランド大学では 120 万ドルの PBF を失うことになったが、学生数は増加してい
る。ミシガン州のモデルは、評価にかかる時間的金銭的コストが配分にも結果にも現われて
おらず、また機関側が積極的に制度を受け入れるインセンティブに欠けていたため、こうし
た機関の離脱が生じたとの指摘がされている(Obergfell. M. 2018)。 
 
4.6フロリダ州 
 フロリダ州では 2014 年からパフォーマンスベース配分が取り入れられている。フロリダ
州の予算配分は、2013 年を基準としたベースファンドに毎年パフォーマンス分が追加され
る形式となっており、10 の指標各 10 点、100 点満点で評価して配分額を決定している 9）。
配分を受けるためには最低 55 ポイントを獲得する必要があり、これを下回る機関は指定さ
れた期間に活動や戦略に関する改善案を提出する必要がある。なお 2021 年以降はこの最低
ポイントが 60 ポイントに引き上げられる予定となっている。また、10 の指標のうち全大学




表 42 フロリダ州のパフォーマンス指標 
 項目 
1 学部卒業生の就職率（$25,000 以上の職）/進学 
2 フルタイム雇用の学部卒業生の平均給与 
3 学生一人あたりの平均コスト（120 単位時間あたり実質授業料） 
4 4 年卒業率（フルタイム換算数） 




新設：新入生に占める高校の成績トップ 10％学生の割合（NCF のみ） 
9 理事会による選択指標 
10 評議会による選択指標 







表 43 フロリダ州立大学における PBF スコア及び配分割合 2019-2020 
機関 スコア ベース ファンド 
PBF 
配分額 収入総額 PBF 割合 
Florida A&M 
University 70 $159,270,733 $29,056,843 $188,835,183 15.4％ 
Florida Atlantic 
University 86 $283,596,703 $43,357,774 $327,924,201 13.2% 
Florida State 
University 88 $581,155,539 $88,933,412 $667,567,952 13.3% 
University of 
Florida 95 $728,774,945 $99,916,894 $830,652,746 12.0% 
University of 
West Florida 94 $157,632,509 $22,066,426 $180,115,615 12.3% 
(出典 SUSF 2020-2021Allocation Summary and Workpapers より作成) 
 
  2019 年のパフォーマンススコアを見ると、スコア 70 の Florida A&M University の PBF
配分額が約 2,900 万ドルであるのに対し、スコア 95 の University of Florida は 8,300 万ド
ルとおよそ 3 倍近い配分額を受け取っていることが分かる（表 43 参照）。いずれの大学も





を削っている。2019 年現在、州大学システム（State University System: SUS）12 校のうち、
2012 年に設置されたフロリダポリテクニック(Florida Polytechnic University)を除く 11 校
がパフォーマンス配分の対象となっている。フロリダ州は新システム導入以後、卒業率が 5
年間に 9.5％上昇するなど目覚ましい成果をあげており、U.S. News & World Report の高等
教育ベストステートランキングでは 3 年連続で 1 位を獲得している。 
 
注 
1) U.S. Department of Education, Accreditation in the United States 
https://www2.ed.gov/admins/finaid/accred/accreditation_pg2.html 
2) Council for Higher Education Accreditation, 2019, A Review of U.S. Department of 
Education Final Accreditation Regulations  
https://www.chea.org/review-us-department-education-final-accreditation-regulations 
3) U.S. Department of Education, 2020, College Scorecard 
https://collegescorecard.ed.gov/ 
4) U.S. Department of Education, 2019, Secretary DeVos Delivers on Promise to Provide 





5) The Charitable Trusts, 2019, Two Decades of Change in Federal and State Higher 
Education Funding Recent trends across levels of government 
https://www.pewtrusts.org/en/research-and-analysis/issue-briefs/2019/10/two-
decades-of-change-in-federal-and-state-higher-education-funding 




7）The Master Plan for Tennessee Postsecondary Education 2015-2025 
https://www.tn.gov/content/dam/tn/thec/bureau/research/other-research/master- 
plan/MasterPlan2025_0418.pdf  








Boelscher, S., Snydr M. 2019, Driving Better Outcomes fiscal year 2019 state status & 
typology update HCM Strategist 
Callahan, K.M., Meehan, K., Shaw, K.M., Slaughter, A., Kim, D.Y., Hunter, V.R., Lin, J., 
Wainstein, L., 2017. Implementation and Impact of Outcomes-Based Funding in Indiana. 
Research for Action February 2017 
Callahan, K.M., Meehan, K., Shaw, K.M., Slaughter, A., Kim, D.Y., Hunter, V.R., Lin, J., 
Wainstein, L., 2017. Implementation and Impact of Outcomes-Based Funding in 
Tennessee. Research for Action January 2017 
Dougherty, K.J., Jones, S.M., Lahr, H., Natow, R.S., Pheatt, L., Reddy, V., 2016. Performance 
Funding for Higher Education. Johns Hopkins University Press 
Dougherty, K.J., Jones, S.M., Lahr, H., Natow, R.S., Pheatt, L., Reddy, V., 2014. Performance 
Funding for Higher Education: Forms, Origins, Impacts, and Futures. Ann. Am. Acad. Pol. 
Soc. Sci. 655, 163–184. 
Dougherty, K.J.,Reddy, V. 2011 The Impacts of State Performance Funding Systems on Higher 
Education Institutions: Research Literature Review and Policy Recommendations. CCRC 
Working Paper No. 37 
Gándara, Denisa and Amanda Rutherford. “Mitigating Unintended Impacts? The Effects of 
Premiums for Underserved Populations in Performance-Funding Policies for Higher 
Education.” Research in Higher Education. http://doi.org/10.1007/s11162-017-9483-
x. 
Gándara, D., Rutherford, A., 2018. Mitigating Unintended Impacts? The Effects of Premiums 
for Underserved Populations in Performance-Funding Policies for Higher Education. Res. 
High. Educ. 59, 681–703.  
Harnisch, T., 2011 Performance-based Funding: A Re-Emerging Strategy in Public Higher 
Education Financing, A Higher Education Policy Brief  June 2011, American Association 
of State Colleges and Universities 
Hegji, A. 2017 An Overview of Accreditation of Higher Education in the United States 
Congressional Research Service Report 
Hillman, N., Corral, D., 2017. The Equity Implications of Paying for Performance in Higher 
Education. Am. Behav. Sci. 61, 1757–1772. 
Hillman, Nicholas W., Alisa Hicklin Fryar, and Valerie Crespín-Trujillo. 2018 “Evaluating 
the Impact of Performance Funding in Ohio and Tennessee.” American Educational 
125 
Research Journal 55 (1): 144–170. 
Hillman, N.W., Tandberg, D.A., Fryar, A.H., 2015. Evaluating the Impacts of “New” 
Performance Funding in Higher Education. Educ. Eval. Policy Anal. 37, 501–519.  
Hillman, N.W., Tandberg, D.A., Gross, J.P.K., 2014. Performance Funding in Higher Education: 
Do Financial Incentives Impact College Completions? J. Higher Educ. 85, 826–857.  
Johnson, N. , Yanagiura, T. Early Results of Outcome based Funding in Tennessee Lumina Issue 
Papers Lumina Foundation 
Jones, Dennis P., 2013 Outcomes-Based Funding: The Wave of Implementation National    
Center for Higher Education Management Systems Complete College America 
Laderman, Sophia and Andrew Carlson. “State Higher Education Finance: FY 2017.” Boulder, 
CO: State Higher Education Executive Officers Association, 2018 
Li, A.Y., 2018. Lessons Learned: A Case Study of Performance Funding in Higher Education. 
Li, A.Y., 2017. Covet Thy Neighbor or “Reverse Policy Diffusion”? State Adoption of 
Performance Funding 2.0. Res. High. Educ. 58, 746–771. 
Li, A.Y., Kennedy, A.I., 2018. Performance Funding Policy Effects on Community College 
Outcomes: Are Short-Term Certificates on the Rise?, Community College Review.  
M. Kate Callahan, Meehan, K., Shaw, K.M., Slaughter, A., Kim, D.Y., Hunter, V.R., Lin, J., 
Wainstein, L., 2017. Implementation and Impact of Outcomes-Based Funding in Tenessee. 
Mitchell, M., Leachman, M., Masterson, K., 2017. A lost decade in higher education funding: 
State cuts have driven up tuition and reduced quality. State Budg. Tax. Res. Cent. Budg. 
Policy Priorities 1–29. 
National Conference of State Legislatures. “Performance-Based Funding for Higher 
Education.” 2015, http://www.ncsl.org/research/education/performance-funding.aspx. 
Accessed 8 June 2018. 
Obergfell. M. 2018, A Complex Model and Low Allocations: Performance Based Funding in 
Michigan  
Opoczynski, R. 2016 The Creation of Performance Funding in Michigan: Partnerships, 
Promotion, and Points education policy analysis archives Volume24 No.122 
Rutherford, A., Rabovsky, T., 2014. Evaluating Impacts of Performance Funding Policies on 
Student Outcomes in Higher Education. Ann. Am. Acad. Pol. Soc. Sci. 655, 185–208.  
Sanford, T., Hunter, J.M., 2011. Impact of Performance-funding on Retention and Graduation 
Rates Education Policy Analysis Archives. Educ. Policy Anal. Arch. 19, 19. 
Schneider, J.W., Aagaard, K., Bloch, C.W., 2016. What happens when national research funding 
is linked to differentiated publication counts? A comparison of the Australian and 
Norwegian publication-based funding models. Res. Eval. 25, 244–256.  
Shin, J.C., 2010. Impacts of performance-based accountability on institutional performance in 
126 
the U.S. High. Educ. 60, 47–68.  
Shin, J.C., Milton, S., 2004. The effects of performance budgeting and funding programs on 








Science for RE-Designing Science, Technology and Innovation Policy Center (SciREX Center) 
〒106-8677 東京都港区六本木 7-22-1 / Tel 03-6439-6329 / Fax 03-6439-6260 
7-22-1 Roppongi, Minato-Ku, Tokyo 106-8677 JAPAN
Tel +81—(0)3-6439-6329 / Fax +81-(0)3-6439-6260 
